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１ 実施計画の概要 

(1)  実施計画の定義 

第五次多賀城市総合計画実施計画(以下「実施計画」と表記します。)は、平成

３２年度を目標年度とする第五次多賀城市総合計画の基本計画に掲げる施策及

び基本事業の目標を実現するため、計画的に取り組む主要な事務事業を明らか

にするもので、毎年度の予算編成や当面の行財政運営の指針とするものです。 

(2) 計画の期間 

実施計画に掲げる事務事業の計画期間は、平成３１年度から平成３３年度ま

での３年間とします。ただし、東日本大震災後の状況変化が著しいことから、

毎年度見直すこととします。 

(3)  計画の対象事業 

実施計画に掲げる事務事業は、全事務事業の中から、次のいずれかの基準に

該当するものを選定します。 

ア 施策及び基本事業の成果向上に大きく貢献する事務事業 

イ 終期設定のある建物の建設、道路の築造等に係る事務事業（国、県事業の

負担金などを含みます。） 

ウ 新たに又は対象の拡大若しくは手段の変更により、事業内容を大きく変更

して取り組む事務事業（政策的判断が必要となるものに限ります。） 

エ 復旧・復興事業 

(4) 実施計画事業の追加 

補正予算においても実施計画選定基準に該当する事業が計上されるこ

とから、実施計画事業を追加しています。実施計画事業の評価は、決算の

報告書と併せて提出する主要な施策の成果に関する報告書に掲載してい

ます。 

1



 実施計画書（事務事業評価表）の見方

実計 ［999］

○活動指標、成果指標、事業費の推移

総合戦略 ○

人工
千円
千円

単位

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト

国支出金
県支出金
地 方 債
そ の 他
一般財源

現計

29年度

実績

事
業
費

合計

担当課

２

指標名

復興計画 ○

30年度

千円
千円

千円

千円
千円
千円

施　　策

事務事業の開始背景、根拠 事務事業の改善改革経過、全体計画

担当部

担当係事務事業名称

会計

開始年度 H21 終了年度 実施計画 ○

款 政　　策

項

目 基本事業

計画 計画

31年度 32年度

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（31年度の取り組み）

意図（事業実施により対象をどのような状態にしたいのか）

33年度

計画

成果指標

Ｆ

Ｇ

Ｅ

区分

対象指標

Ａ

Ｂ

活動指標

Ｃ

Ｄ

●実施計画・復興計画・総合戦略・・・該当
する事業に「○」を付しています。

●開始年度・終了年度・・・年度
が決まっている場合に記載して
います。

●担当・・・平成３１年度
担当部署を記載してい
ます。

●政策・施策・基本事業・・・第五次多賀城
市総合計画後期基本計画における位置付
けを記載しています。

●会計・・・一般会計、特別会計、事業会計
の区分を記載しています。

●款項目・・・支出科目を記載しています。

●改善改革経過、全体計画・・・事務事業のこれ
までの改善改革等主な経過、全体計画（決定し
ている場合）を記載しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける
又は恩恵を受ける人や団体、場所などを記載
しています。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」
をどのような状態にしたいのかを記載していま
す。

●手段・・・この事務事業において、平成３１年度
に行う取り組みを記載しています。

また、事業の特定財源（補助制度等）を活用した

場合は、【○○補助金 国○/○】というように、参
考として記載しています。
繰越事業については、その旨を記載しています。
なお、復興交付金事業については、採択済の場
合、採択された回を記載しています。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。
●活動指標・・・事務事業の目的を達成するために、「市が何をどれだけ行ったか」を測るためのも
のさしです。

●成果指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか（対象が意図の状態にどれだけ近づ

いたのか）」を測るものさしです。ただし、成果指標を設定するのが難しいため代替的に設定してい

る場合は、指標名の前に「代替」と記載しています。

●事業費・・・コスト推移の目安として、事業費及び財源内訳を千円単位で記載し
ています。「その他」には、繰越や使用料等、他の欄に該当しない財源をまとめて
います。

３０年度現計欄は、２月補正予算要求前の指標値と事業費を記載しています。

３１年度計画欄は、当初予算のみを記載し、繰越予定額は含んでいません。

●開始背景、根拠・・・複数の予算科目を合算してい
る事務事業については、【この事務事業は○○と
○○を合わせた事業です。】と記載しています。

＜以下は実績値を反映する欄です。＞
●人工数・・・２９年度実績値のみ記載しています。

●トータルコスト・・・直接事業費に、正職員人件費「正職員人

工数×平均人件費（給与費に保険等の事業主負担分を含め

た１人当たり平均雇用コスト800万円）」を加えたコストです。
（２９年度実績のみ人件費を含めた記載としています。）
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平成31年度当初の実施計画事業100事業を政策施策体系別に分類しました。
（単位：千円）

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1-1 災害対策の推進 15 4,437,187 279,767 2,500 1,406,900 2,081,063 666,957

1-2 防犯対策の推進 1 12,454 0 7,357 0 0 5,097

1-3 安全な消費生活の確保 1 492 0 0 0 0 492

1-4 交通安全対策の推進 1 14,016 0 880 0 0 13,136

1-5 交通環境の充実 5 451,843 77,400 3,670 63,900 213,840 93,033

1-6 市域の整備 2 76,320 37,895 0 34,200 119 4,106

1-7 中心市街地の整備 1 10,000 0 0 0 10,000 0

1-8 安全で安定した水の供給 4 444,200 21,900 0 180,500 0 241,800

30 5,446,512 416,962 14,407 1,685,500 2,305,022 1,024,621

2-1 地域福祉の推進 - 0 0 0 0 0 0

2-2 健康づくりの推進 5 62,005 2,664 17,767 0 128 41,446

2-3 子育て支援の充実 7 194,199 47,769 39,376 0 32,701 74,353

2-4 高齢者福祉の推進 - 0 0 0 0 0 0

2-5 障害者（児）福祉の推進 1 689 0 517 0 0 172

2-6 社会保障等の充実 4 66,190 66,120 0 0 0 70

17 323,083 116,553 57,660 0 32,829 116,041

3-1 学校・家庭・地域の連携による教育力の向上 3 10,279 0 9,779 0 500 0

3-2 学校教育の充実 18 681,606 6,596 20,083 14,900 313,261 326,766

3-3 生涯学習の推進 1 303,754 0 0 0 0 303,754

3-4 市民スポーツ社会の推進 - 0 0 0 0 0 0

3-5 文化財の保護と活用 4 405,977 142,985 0 128,600 115,827 18,565

26 1,401,616 149,581 29,862 143,500 429,588 649,085

4-1 環境との共生 1 3,000 0 3,000 0 0 0

4-2 生活環境の保全 3 59,980 10,000 7,000 26,800 11,000 5,180

4-3 資源循環型社会の形成 1 4,854 0 1,000 0 0 3,854

5 67,834 10,000 11,000 26,800 11,000 9,034

5-1 農業の振興 2 267,019 0 90,985 0 101,326 74,708

5-2 商工業の振興 2 9,373 0 4,373 0 0 5,000

5-3 企業誘致の推進 3 6,708 0 0 0 3,720 2,988

5-4 観光の振興 1 10,314 0 0 0 0 10,314

8 293,414 0 95,358 0 105,046 93,010

6-1 地域コミュニティの充実 3 15,390 0 0 0 0 15,390

6-2 市民活動の充実 2 54,314 0 610 0 10,283 43,421

6-3 開かれた市政の推進 - 0 0 0 0 0 0

5 69,704 0 610 0 10,283 58,811

7-1 適正な事務の執行とサービスの提供 3 86,972 0 49,653 0 0 37,319

7-2 組織・人事マネジメント 1 169,683 0 0 0 0 169,683

7-3 効果的・効率的な行財政経営の推進 5 32,140 0 3,750 0 19,880 8,510

9 288,795 0 53,403 0 19,880 215,512

100 7,890,958 693,096 262,300 1,855,800 2,913,648 2,166,114合　　　　計

５
集い　つなが
り　活気あふ
れるまち

小　　計

６
心がかよう
地域の絆を
育むまち

小　　計

４
環境を大切
にする心を
育むまち

小　　計

７
理解と信頼
で進める自
律したまち

小　　計

２
元気で健や
かに暮らせ
るまち

小　　計

３

歴史・文化
を継承し豊
かな心を育
むまち

小　　計

　３　実施計画事業総括表

政策施策体系の位置付け 事業数 事業費
財 源 内 訳

１
安全で快適
に暮らせるま
ち

小　　計
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本計画書に掲載している実施計画事業を一覧で示します。

　あるため、予算の事業単位とは一致しない場合があります。

【政策３】　歴史・文化を継承し豊かな心を育むまち

政策施策
基本
事業 事務事業 担当 会計 款 項 目

復興
計画

掲載
ページ

3 1 1 学校支援地域本部事業 生涯学習課 一般 10 4 2 6

3 1 1 防災キャンプによる地域教育力向上事業 生涯学習課 一般 10 4 1 ○ 7

3 1 2 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課 一般 10 4 2 8

3 2 2 外国語活動指導支援事業 学校教育課 一般 10 1 2 9

3 2 2 特別支援教育支援事業［小学校］ 学校教育課 一般 10 2 1 10

3 2 2 特別支援教育支援事業［中学校］ 学校教育課 一般 10 3 1 11

3 2 2 小学校理科支援事業 学校教育課 一般 10 2 1 12

3 2 2 多賀城学習個別支援事業 学校教育課 一般 10 2 1 13

3 2 2 自主学習支援事業 学校教育課 一般 10 1 2 14

3 2 2 多賀城市・太宰府市中学生交流事業 学校教育課 一般 10 3 2 15

3 2 3 学校給食調理事業 学校給食センター 一般 10 5 2 16

3 2 3 設備、器具等維持管理事業 学校給食センター 一般 10 5 2 17

3 2 3 学校給食放射性物質測定検査事業 学校給食センター 一般 10 5 2 ○ 18

3 2 4 スクールカウンセラー活用調査研究事業 学校教育課 一般 10 3 1 ○ 19

3 2 4 スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課 一般 10 3 1 ○ 20

3 2 4 学校適応アセスメント検査事業 学校教育課 一般 10 1 2 ○ 21

3 2 4 子どもの心のケアハウス運営事業 学校教育課 一般 10 1 2 22

3 2 5 小学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 2 1 23

3 2 5 学校ＩＣＴ整備事業［小学校］ 教育総務課 一般 10 2 2 24

3 2 5 中学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 3 1 ○ 25

3 2 99 学校給食費管理事業 学校教育課 一般 10 1 2 26

3 3 5 市立図書館管理運営事業 生涯学習課 一般 10 4 6 ○ 27

3 5 1 埋蔵文化財緊急調査事業（復興交付金） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 ○ 28

3 5 1 埋蔵文化財調査受託事業（大区画ほ場整備促進事業）埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 ○ 29

3 5 2 特別史跡多賀城跡復元整備事業 文化財課 一般 10 4 4 ○ 30

3 5 3 埋蔵文化財調査センター改修事業 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 ○ 31

26 事業 11 事業

４　実施計画事業一覧

　　なお、目的や手段、成果を評価・検証する上で、複数の予算事業を統合している場合が

うち復興計画掲載事業
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